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告 示
名古屋港管理組合告示第１８号

　次の港湾施設は、平成２３年５月１日から廃止する。

　　平成２３年４月２８日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　　

名古屋市長　河村　たかし　

施設の種類　荷さばき地

　用途区分及び区画を定めた荷さばき地

区　　画面　　積位　　　置用途区分等級名　　　　称
（括弧内は、その略称）

平方メートル級

図による１，２７７７６号岸壁背後輸出車輌１
金城ふ頭西部Ｄ荷さばき地

（金城西Ｄ）

図による１，３３２７６号岸壁背後輸出車輌１金城ふ頭西部Ｅ荷さばき地
（金城西Ｅ）

図による８２９７６号岸壁背後輸出車輌１金城ふ頭西部Ｆ荷さばき地
（金城西Ｆ）

図による４，０１３７６号岸壁背後輸出車輌１金城ふ頭西部Ｖ荷さばき地
（金城西Ｖ）

（図は省略）
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名古屋港管理組合告示第１９号

　次の港湾施設は平成２３年５月１日から次のとおり変更し、平成２１年６月名古屋港管理組合告示第１９号で使用停止した港湾

施設を再開する。

　　平成２３年４月２８日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　　

名古屋市長　河村　たかし　

施設の種類　荷さばき地

　変更前

　　用途区分及び区画を定めた荷さばき地

　変更後

　　用途区分及び区画を定めた荷さばき地

　図（金城ふ頭西部Ａ、Ｂ、Ｃ荷さばき地）

備考

１　数字は、区画の名称を示す。
２　金城西Ａの区画の面積は、１は２，１２４平方メートル、２・３は各２，０５４平方メートル、４は１，５６７平方メートルである。
３　金城西Ｃの区画の面積は、５は２，９４２平方メートル、６は７４８平方メートル、７は２，３６１平方メートル、８は１，９７７平方
メートル、９は５，８１１平方メートル、１０は３，９４６平方メートル、１１は１，５１１平方メートル、１２は９００平方メートル、１３は
２，７７０平方メートル、１４は２，４９３平方メートル、１５は４，１９５平方メートルである。

区　　画面　　積位　　　置用途区分等級名　　　　称
（括弧内は、その略称）

平方メートル級

図による４，２７２７６号岸壁隣接輸出車輌１金城ふ頭西部Ａ荷さばき地
（金城西Ａ）

図による４，５４１７６号岸壁背後輸出車輌１金城ふ頭西部Ｃ荷さばき地
（金城西Ｃ）

（図は省略）

区　　画面　　積位　　　置用途区分等級名　　　　称
（括弧内は、その略称）

平方メートル級

図による７，７９９７６号岸壁隣接輸出車輌１金城ふ頭西部Ａ荷さばき地
（金城西Ａ）

図による２９，６５４７６号岸壁隣接輸出車輌１金城ふ頭西部Ｃ荷さばき地
（金城西Ｃ）
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名古屋港管理組合公告

　名古屋港管理組合情報公開条例（平成１２年名古屋港管理組合条例第７号。以下「条例」という。）第２５条第２項の規定に基

づき、平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの間における行政文書の開示の実施状況を次のように公表する。

　　平成２３年４月２８日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　　

名古屋市長　河村　たかし　

１　行政文書の開示の実施状況

　備考

１　義務開示とは、条例に基づき実施機関が義務として行うものをいう。

２　任意開示とは、条例附則第３項に規定するものをいう。

２　不服申立ての状況

任　意　開　示義　務　開　示

実 施 機 関 決　定　内　容
申出件数

決　定　内　容
請求件数

不開示一部開示開　示不開示一部開示開　示

件件件件件件件件

０００００　３※２３管　 理　 者

００００００００監 査 委 員

００００００００議　　　 会

０００００３２３合　　　 計

※うち２件は、前年度開示請求分

処 理 件 数 の 内 訳
不服申立て件数

一　部　認　容棄　　　却

件件件

１１２
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名古屋港管理組合公告

　名古屋港管理組合個人情報保護条例（平成１８年名古屋港管理組合条例第４号。以下「条例」という。）第４７条第２項の規定

に基づき、平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの間における個人情報保護制度の運用状況を次のように公表する。

　　平成２３年４月２８日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　　

名古屋市長　河村　たかし　

１　個人情報取扱事務の登録状況

２　自己情報の開示請求の状況

　備考　口頭による請求とは、条例第１４条第１項ただし書の規定に基づく開示請求をいう。

３　自己情報の訂正請求の状況

　　なし

４　自己情報の利用停止請求の状況

　　なし

５　不服申立ての状況

　　なし

口 頭 に よ る 請 求請 求 書 に よ る 請 求

実 施 機 関 決　定　内　容
請求件数

決　定　内　容
請求件数

不開示一部開示開　示不開示一部開示開　示

件件件件件件件件

００３３００００管 理 者

００００００００監 査 委 員

００３３００００合 計

登　録　件　数実 施 機 関

件

１４６管 理 者

１０監 査 委 員

１５６合 計
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名古屋港管理組合公告

　名古屋港管理組合情報公開条例（平成１２年名古屋港管理組合条例第７号。以下「条例」という。）第２７条及び第２８条の規定

に基づき、平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの間における出資法人等及び指定管理者の情報公開の開示の実施状

況を次のように公表する。

　　平成２３年４月２８日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　　

名古屋市長　河村　たかし　

１　開示の実施状況

　�　出資法人等

　備考

　出資法人等とは、本組合が出資する法人その他本組合が財政的援助等を与える法人等のうち、平成１３年名古屋港管理

組合告示第２９号及び平成１４年名古屋港管理組合告示第３号で指定し、平成１６年名古屋港管理組合告示第１１号及び第１２号

で改正したものをいう。

�　指定管理者

２　異議の申出の状況

　　なし

合　　計
決　　定　　内　　容

開示申出件数出　資　法　人　等
不開示一部開示開　示

件件件件件

０００００（財）名古屋みなと振興財団

０００００（財）名古屋港埠頭公社

０００００（財）名古屋港緑地保全協会

０００００名古屋港鉄鋼埠頭（株）

０００００名古屋コンテナ埠頭（株）

発行所　名古屋市港区港町１番１１号

名古屋港管理組合

合　　計
決　　定　　内　　容

開示申出件数指　定　管　理　者
不開示一部開示開　示

件件件件件

０００００（株）日誠

０００００ホーメックス（株）

０００００名管本庁舎ＰＦＩ（株）

０００００（株）知多青友海




